
閣 議 及 び 閣 僚 懇 談 会 議 事 録 

開催日時：令和６年１０月１１日（金）    １０：００～１０：０８ 

開催場所：総理大臣官邸閣議室 

出 席 者：村 上 誠一郎 国務大臣（総務大臣） 

牧 原 秀 樹 国務大臣（法務大臣） 

岩 屋 毅 国務大臣（外務大臣） 

加 藤 勝 信 国務大臣（財務大臣、内閣府特命担当大臣） 

あ べ 俊 子 国務大臣（文部科学大臣） 

福 岡 資 麿 国務大臣（厚生労働大臣） 

小 里 泰 弘 国務大臣（農林水産大臣） 

斉 藤 鉄 夫 国務大臣（国土交通大臣） 

浅 尾 慶一郎 国務大臣（環境大臣、内閣府特命担当大臣） 

中 谷 元 国務大臣（防衛大臣） 

林 芳 正 国務大臣（内閣官房長官） 

平 将 明 国務大臣（デジタル大臣、内閣府特命担当大臣） 

伊 藤 忠 彦 国務大臣（復興大臣） 

坂 井 学 国務大臣（国家公安委員会委員長、内閣府特命担当大臣） 

三 原じゅん子 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

赤 澤 亮 正 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

城 内 実 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

伊 東 良 孝 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

欠 席 者：石 破 茂 内閣総理大臣 

武 藤 容 治 国務大臣（経済産業大臣、内閣府特命担当大臣） 

陪 席 者：橘 慶一郎 内閣官房副長官 

佐 藤 文 俊 内閣官房副長官 

岩 尾 信 行 内閣法制局長官 

欠 席 者：青 木 一 彦 内閣官房副長官 

閣議案件：別添案件表のとおり。 

○一般案件       ５件 

○国会提出案件    １２件 

○公布（法律）     １件 

○政令         ３件 

○人事         ５件 

いずれも、案件表のとおり、決定、了解となった。 
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議事内容： 

○林国務大臣：ただ今から、閣議を開催いたします。

まず、閣議案件について、橘副長官から御説明申し上げます。 

○橘内閣官房副長官：一般案件等について、申し上げます。まず、「新しい地方経済・

生活環境創生本部の設置」について、御決定をお願いいたします。本件につきまし

ては、後程、伊東良孝大臣から御発言があります。

  次に、予備費の使用について、御決定をお願いいたします。本件は、能登半島に

おける大雨の災害復旧事業等に必要な経費として、約５０９億円を、今月の衆議院

議員総選挙の実施に伴い必要な経費として、約８１６億円を、一般会計予備費から

それぞれ使用するものであります。

 次に、「アルバニア国」及び「ルクセンブルク国」駐日特命全権大使の接受につい

て、御決定をお願いいたします。本件は、２４日、信任状捧呈の予定であります。 
 次に、信・解任状に認証を仰ぐことについて、御決定をお願いいたします。本件

は、「インド国」、「ブータン国」及び「パナマ国」駐箚特命全権大使の異動に伴い、

交付すべき信任状及び解任状であります。

 次に、「過労死等防止対策白書」について、御決定をお願いいたします。本件につ

きましては、後程、厚生労働大臣から御発言があります。

次に、質問主意書に対する答弁書１１件について、お手元の資料のとおり、御決

定をお願いいたします。

次に、法律の公布について、御決定をお願いいたします。「旧優生保護法に基づく

優生手術等を受けた者等に対する補償金等の支給等に関する法律」が、８日の参議

院本会議において、可決成立したものであります。

次に、政令３件について、御決定をお願いいたします。まず、「令和６年８月１０

日から同月１３日までの間の暴風雨による岩手県下閉伊郡岩泉町及び宮古市の区

域に係る災害についての激甚災害並びにこれに対し適用すべき措置の指定令」は、

同災害を激甚災害として指定するとともに、当該激甚災害に対し適用すべき措置と

して、公共土木施設災害復旧事業等に関する特別の財政援助等を指定するものであ

ります。

次に、「放送法の一部改正法附則第４条第１項の規定による業務規程の届出及び

公表の期限を定める政令」は、ＮＨＫが番組関連情報を配信するにあたり、業務規

程を作成し、総務大臣に届出及び公表しなければならない期限を定めるものであり

ます。

次に、「高齢者の医療の確保に関する法律施行令の一部改正令」は、国から、診療

に関する情報等の提供を受ける際の手数料の算出体系等を改定するものでありま

す。

次に、人事案件について、申し上げます。まず、加藤財務大臣が、Ｇ２０財務大

臣・中央銀行総裁会議出席等のため、２３日から２７日まで、中谷防衛大臣が、北

大西洋条約機構国防相会合出席等のため、１６日から２１日まで、三原内閣府特命

担当大臣が、Ｇ７包摂と障害に関する担当大臣会合出席等のため、１３日から１８
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日まで、それぞれ海外出張されますので、御了解をお願いいたします。

次に、外務省大臣官房付作田誠を特命全権大使に任命し、セ－シェル国駐箚を命

ずること等について、御決定をお願いいたします。また、パキスタン国駐箚大使和

田充広にクロアチア国駐箚を命ずること等を承認することについて、御決定をお願

いいたします。

次に、裁判官人事といたしまして、退官するものについて、御決定をお願いいた

します。

次に、緒方浩二外１７４名の叙位又は叙勲等について、御決定をお願いいたしま

す。

次に、件名外案件について、申し上げます。「円借款の供与に関する書簡」をアフ

リカ開発基金との間で交換することについて、御決定をお願いいたします。本件は、

「同基金第１６次増資」のため、約５１７億円を限度とする円借款を供与すること

について、取り極めるものであります。なお、先方との書簡交換まで不公表といた

したいので、御了承をお願いいたします。

○林国務大臣：次に、大臣発言がございます。まず、伊東良孝大臣。

○伊東国務大臣：新しい地方経済・生活環境創生本部は、「地方こそ成長の主役」との

発想に基づき、地方がそれぞれの特性に応じた発展を遂げることができるよう、日

本経済成長の起爆剤としての大規模な地方創生策を講ずるため、総理を本部長、官

房長官と担当大臣である私を副本部長とし、全閣僚から構成される本部として、内

閣に設置するものです。この本部においては、今後１０年間集中的に取り組む基本

構想を策定することとしております。ブロックチェーンなどの新技術やインバウン

ドの大きな流れなどの効果的な活用も視野に入れ、国民の生活を守りながら、地方

創生を実現できるよう、閣僚の皆様におかれては御協力をお願いいたします。

○林国務大臣：次に、厚生労働大臣。

○福岡国務大臣：「過労死等防止対策白書」について、申し上げます。この白書は、過

労死等防止対策推進法に基づき、毎年、国会に報告するものです。今回の白書では、

過労死等の現状、過労死等防止対策の取組状況に加え、医療従事者の労災認定状況、

ＤＸ等先端技術担当者や、芸術・芸能従事者の過労死等をめぐる調査分析結果につ

いて報告しております。今後とも、過労死をゼロにし、健康で充実して働き続ける

ことのできる社会の実現に向け、取り組んでまいりますので、関係閣僚の皆様の格

段の御協力をお願い申し上げます。

○林国務大臣：次に、内閣総理大臣臨時代理たる私から、海外出張不在中の臨時代理

等について、申し上げます。加藤大臣、中谷大臣及び三原大臣は、それぞれ海外出

張いたしますが、その出張不在中、浅尾大臣を財務大臣の、内閣官房長官を防衛大

臣の、福岡大臣をこども政策等担当大臣の臨時代理又は事務代理とすることといた

します。

これをもちまして、閣議を終了いたします。

引き続き、閣僚懇談会を開催いたします。

御発言はございますか。
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無いようですので、以上をもちまして、閣僚懇談会を終了いたします。

4



令和６年 

10月 11日 

◎ 一 般案 件

   ○ 新しい 地 方経 済 ・生 活 環境 創 生本 部 の設 置 につ い

て （ 決 定 ）            （ 内閣 官 房）

〃 ○ 令 和６年 度 一般 会 計予 備 費使 用 （１ ０ 件） に つい

て （決定 ）             （財 務 省）

 ☆ アル バ ニア 国 特命 全 権大 使 エル マ ル・ ム チャ 外 １

名 の 接 受に つい て （決 定 ）      （外 務 省）

〃 ☆ イ ンド国 及 びブ ー タン 国 駐箚 特 命全 権 大使 小 野啓

一 外 １ 名に 交付 す べき 信 任状 及 び前 任 特命 全 権大

使 鈴 木  浩 外１ 名 の解 任 状に つ き認 証 を仰 ぐ こと

に つ い て（ 決定 ）           （ 同 上）

◎ 国 会 提出 案件

○ 「 令和５ 年 度我 が 国に お ける 過 労死 等 の概 要 及び

政 1府が過労死等の防止のために講じた施策の状況」 

に つ い て（ 決定 ） （ 厚 生労 働 省） 

1. 参議 院議 員神 谷 宗幣 （ 無所 属 ）提 出 憲法 第 ４

１ 条 の 解 釈と国 民 の参 加 制度 に 関す る 質問 に

対 す る 答 弁書に つ いて （ 決定 ） （内 閣 官房 ）

〃 ○ 1. 参議 院 議員 山 本太 郎 （れ 新 ）提 出 自衛 隊 によ

る 民 有 地 での土 砂 撤去 作 業に 関 する 質 問に 対 

す る 答 弁 書につ い て（ 決 定） （ 内閣 府 本府 ） 

1. 参議 院議 員齊 藤 健一 郎 （Ｎ 党 ）提 出 公益 通 報

者 保 護 法 及び公 益 通報 者 保護 制 度に 関 する 質

問 に 対 す る答弁 書 につ い て（ 決 定）

（ 消 費 者 庁）   

1. 参議 院議 員神 谷 宗幣 （ 無所 属 ）提 出 若者 の 政

治 参 加 と 選挙権 年 齢引 下 げに 関 する 質 問に 対

す る 答 弁 書につ い て（ 決 定）   （ 総 務省 ）

閣 議 案 件

資 料
あ り

資 料
あ り

資 料
な し
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1. 参議 院議 員神 谷 宗幣 （ 無所 属 ）提 出 中国 に お 

け る 日 本 人の安 全 対策 に 関す る 質問 に 対す る 

答 弁 書 に ついて （ 決定 ）     （ 外 務省 ） 

1. 参議 院議 員山 本 太郎 （ れ新 ） 提出 消 費減 税 を 

検 討 す る 可能性 と 消費 税 率引 下 げに 必 要な 期 

間 に 関 す る質問 に 対す る 答弁 書 につ い て 

（ 決 定 ）            （ 財 務省 ） 

1. 参議 院議 員神 谷 宗幣 （ 無所 属 ）提 出 若者 の 奨 

学 金 負 担 軽減に 向 けた 支 援に 関 する 質 問に 対 

す る 答 弁 書につ い て（ 決 定） （ 文部 科 学省 ） 

1. 参議 院議 員齊 藤 健一 郎 （Ｎ 党 ）提 出 解雇 規 制 

に 関 す る 質問に 対 する 答 弁書 に つい て 

（ 決 定 ）          （ 厚生 労 働省 ） 

1. 参議 院議 員山 本 太郎 （ れ新 ） 提出 米 不足 対 策 

に 関 す る 質問に 対 する 答 弁書 に つい て 

（ 決 定 ）          （ 農林 水 産省 ） 

1. 参議 院議 員神 谷 宗幣 （ 無所 属 ）提 出 オー バ ー 

ツ ー リ ズ ム対策 に 関す る 質問 に 対す る 答弁 書 

に つ い て （決定 ）      （ 国土 交 通省 ） 

1. 参議 院議 員山 本 太郎 （ れ新 ） 提出 石 破茂 首 相 

の 「 原 発 」及び 「 徴兵 制 」に つ いて の 発言 に 

関 す る 質 問に対 す る答 弁 書に つ いて （ 決定 ） 

（ 防 衛省 ） 

 

          ◎ 公布 （ 法律 ） 

   ☆ 旧優生 保 護法 に 基づ く 優生 手 術等 を 受け た 者等 に 

対 す る 補償 金等 の 支給 等 に関 す る法 律 （決 定 ）   

 

◎ 政  令 

   ○ 令和６ 年 ８月 １ ０日 か ら同 月 １３ 日 まで の 間の 暴 

風 雨 に よる 岩手 県 下閉 伊 郡岩 泉 町及 び 宮古 市 の区 

域 に 係 る災 害に つ いて の 激甚 災 害並 び にこ れ に対  

し 適 用 すべ き措 置 の指 定 に関 す る政 令 （決 定 ） 

      内 閣 府本 府 ・総 務 ・財 務 ・ 

農１ 林 水 産 ・ 国 土 交 通 省 

 

資 料  
あ り  

資 料  
な し  
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   ○ 放送法 の 一部 を 改正 す る法 律 附則 第 ４条 第 １項 の 

規 定 に よる 業務 規 程の 届 出及 び 公表 の 期限 を 定め 

る 政 令 （決 定）           （総 務 省） 

 〃  ○ 高 齢者 の 医療 の 確保 に 関す る 法律 施 行令 の 一部 を 

改 正 す る政 令（ 決 定）   （ 厚 生労 働 ・財 務 省） 

 

◎ 人  事 

   ☆ 財務大 臣 加藤 勝 信外 ２ 名の 海 外出 張 につ い て 

（ 了 解 ） 

   ○ 作田  誠 外１ １ 名を 特 命全 権 大使 等 に任 命 する こ 

と に つ いて （決 定 ） 

 〃  ○ 各 府省 幹 部職 員 の任 免 につ き 、内 閣 の承 認 を得 る 

こ と に つい て（ 決 定） 

   ☆ 判事兼 簡 易裁 判 所判 事 松井 ひ とみ 外 ２名 を 願に 依 

り 免 ず るこ とに つ いて （ 決定 ） 

   ☆ 元一等 陸 佐緒 方 浩二 外 １７ ４ 名の 叙 位又 は 叙勲 等  
に つ い て（ 決定 ） 

 

 

〔 ○ 署名 あ り  ☆ 署名 な し〕 

 

 

資 料  
あ り  

資 料  
な し  

資 料  
あ り  

資 料  
な し  

資 料  
あ り  
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令和６年 

10月 11日 

◎ 一 般案 件

   ○ 円借款 の 供与 に 関す る 日本 国 政府 と アフ リ カ開 発

基 金 と の 間の書 簡 の交 換 につ い て（ 決 定）

（ 外 務 省） 

〔 ○ 署 名 あり ☆ 署名 な し〕

（ 金 ）件 名 外 案 件

資 料
な し
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